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研究成果の概要（和文）：資源エネルギー・セキュリティを検討することを目的に，鉄鋼石を対

象にして，産地港から日本の主要製鉄所に輸送する鉱石運搬船等をモデル化した離散型時間発

展的シミュレータを開発した．輸送コストと備蓄量から算出する枯渇リスクを用いて，航路や

船団構成を評価することが可能になった．産地と製鉄所を往復するシャトル輸送に，日・豪・

南米・欧州を巡るコンビネーション輸送を 3 割程度取り入れる航路や船団が最適であることが

判明した． 
 
研究成果の概要（英文）：In order to secure the natural resources and energies for Japan, we 
developed the logistics simulator with discretized models and time marching method. The 
simulator has some simulation models such as an ore carrier that transports iron ore by 
water from the port in a producing country to Japan’s iron mills, a sea port with some 
capacity constraints, a stock yard of the iron mill and so on. The simulator can calculate not 
only shipping cost but also depleted risk evaluated from the stockpiles of each iron mill, so 
we can estimate the optimal shipping routes and fleet. Using this simulator, we found that 
the optimum routes was consisted of 30 % of the Japan—Australia—South America—EU 
combination route and 70% of the direct shuttle transportations routes. 
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１．研究開始当初の背景 
（1）BRICs に代表される新興国の経済的急
成長により，原油や石炭を始めとする様々な
資源の需要が増大しているために資源確保
が喫緊の課題となっている．例えば，中国の
粗鋼生産量は近年急激に増加し, この急激な
需要拡大が全世界的にも大きな影響を及ぼ
すようになったため,鉄鉱石の需要量は急激
に上昇し，鉄鉱石の安定確保は急務になって
いる．安定確保には原産国での発掘量をおさ

えるだけでは不十分であり，輸送も十分に考
慮しなくてはならない．なぜなら，海上輸送
を担う輸送船の数も不足して，輸送船の船腹
需要量が供給量を大きく上回るようになっ
たため，輸送船舶の確保も困難になっている．
この輸送船舶の不足から新造船建造の需要
が高まり，造船業界は造船ドックには 4～5 
年先までの建造予定で埋まるほど好況であ
る．この状況のもと，新造船の建造費用や用
船費用は高騰の一途をたどっている． 



（2）現状のような需要増がいつまでも続く
ことはありえない．船腹需給のアンバランス
はやがて解消されて供給過多に陥り，船価が
下落する．造船・海運業界の増産方針は，遠
くない将来に破綻する事は誰の目にも明ら
かである．この苦い失敗を造船・海運業界は
幾度となく経験してきたにもかかわらず，こ
の方針に異を唱え，合理的な戦略の策定を支
援する手段が現状ではほとんどない．この合
理的な戦略策定には，将来の資源需要量に応
じた適正船腹量を適切に予測し，船舶関連の
開発戦略を全世界的かつ俯瞰的な視野から
見渡す必要がある． 
 
（3）既存研究のうち工学的なアプローチを
行ったものでは，データベース作成や物流シ
ミュレータ開発などがあげられる．近年，特
に急成長する東アジア圏域において海上コ
ンテナ物流を対象として，海上技術安全研究
所や東京大学らで研究が行われている．研究
分担者である宮田らも，海上輸送シミュレー
タを構築し，そのシミュレータを用いた海上
輸送分析に基づいた日中韓貿易の次世代高
速船および東アジア港湾ネットワークの再
構築を目的とする研究を実施している．具体
的には，アジアの貨物流動ネットワークを数
値的に再現し，将来の輸送需要を科学的に予
測するシミュレーションシステムと，そこで
求められた需要に適合した候補船型と要目
を算出する船型開発システムの２つを開発
中である．特に前者のシミュレーションシス
テムでは，計算機上の物流をコンテナ個々の
レベルにまで離散化し，その非線形な選択挙
動，貨物の流れ，各社の収益変化を時間発展
的に解き，新規船の投入による周辺貨物フロ
ーの変化，燃料価格が収益に与える影響，出
入港の曜日による船社間の競合等が計算機
上で再現される事を確認した． 
 
２．研究の目的 
（1）鉄鉱石を対象とする国際海上資源物流
ネットワークのシミュレーションシステム
の構築：先行研究で扱ったコンテナ物流のマ
ルチーエージェントシステムを拡張し，港間
の輸送の概念を取り入れる．資源の中でも，
特に鉄鉱石を対象とする理由は次の二つで
ある．第一に，輸出入国の港湾数が比較的少
なく，さらに関係する企業や団体の規模が大
きいために過去のデータが比較的整備され
ているために取り組みやすいことである．次
に，GDP(Gross Domestic Product)と消費量
が相関関係にあるために，将来の予想経済成
長率から需要量が推測しやすいためである． 
 
（2）調達コストと安定調達リスクの定量的
評価手法の確立：調達コストは，鉄鉱石の価
格，用船費用（含む長期契約，燃料費），滞

船費用などから構成されると考え，シミュレ
ーションを用いて，これらの費用を積算する．
鉄鉱石の価格は年に一度の協議で決定され
ることが通例であり，短期的な価格変動が少
ないことも，資源物流システムの題材として
鉄鉱石を最初に取り上げる利点である．さら
に安定調達リスクは，ハザードとなる要因を
外的要因と内的要因に区別して検討する．外
的要因としては，例えば，中国のさらなる経
済成長による需要量の増大などの要因はシ
ナリオとして作成し，このシナリオからシミ
ュレーションの入力条件として与える．内的
要因としては，例えば，制御可能な配分があ
る．鉄鉱石の輸入総量は一定としても，ある
製鉄所の鉄鉱石のストックヤードは溢れる
ほどストックがあるのに，別の製鉄所ではス
トックが払底してしまい操業ができなくな
る可能性がある．たとえ，長期的な視点から
は鉄鉱石資源の需給はバランスしていても，
短期的な観点からのフローの適正な配分が
なされていなければ，このような事態は起こ
りうる．配船計画を適切に制御することでこ
の操業不可能となるリスクを回避できる． 
 
（3）船舶サイズなど輸送船隊を含めた最適
物流システムの提案：必要船腹量の算出と船
舶サイズなど輸送船隊に特に注目する．必要
船腹量を算出して過不足ない船腹量の指針
を与えることにより，適正建造量を把握し，
過度の不必要な海運市況の乱高下を抑制す
る．さらに，ある期間に一定量を輸送する場
合，船舶を大型化すれば，船腹数を減らせて
コストは下がるが，ストック量の変動幅は大
きくなりリスクが増大する．船舶を小型化す
れば，船腹数が増えコストは上がるが，スト
ック量の変動幅は小さくなりリスクが減少
する．船舶サイズを適正に組み合わせて船隊
を編成し，コストとリスクのバランスした最
適物流システムの提案を試みる． 
 
３．研究の方法 
（1）鉄鋼石の物流需要および海上輸送に関
する調査:鉄鉱石の主要輸出国のブラジル・
オーストラリア・中国・カナダ等の搬出港湾，
日本・欧州等の主要輸入港の年間取扱量等を
鉄鋼業界や政府の統計資料から詳細調査し
た．この際，前記港湾の荷積み・荷下しの能
力等も併せて調査した．さらに，鉄鉱石運搬
に関する船腹量に関しては，Lloyds Fairplay 
社等から購入した船舶・運航データベースか
ら現状調査を行った．なお，国内の主要製鉄
会社の調達部門担当者へのヒアリングなど
を行って，資料調査では不十分な点を補完し
た． 
 
（2）資源の海上輸送シミュレータの構築：
先行研究で開発された，日中韓を中心とする



東アジア圏域のコンテナ海上輸送を対象と
したマルチエージェント・シミュレータを拡
張した資源輸送シミュレータを開発した．具
体的には，輸送に関する船舶モデルをエージ
ェントとみなしたモデルとして再定義し，さ
らに設備能力と鉄鉱石備蓄量を考慮できる
ように港湾モデルを個別に評価できるよう
に再構築した．さらに，船舶モデルではサイ
ズや消費燃料などの属性を設定してシミュ
レーションの結果として輸送コストを算出
できるようにするとともに，日本の主要鉄鋼
所の備蓄場での備蓄量の上下限の属性を設
定して特に鉄鉱石払底のリスクを算出する
ための式を組み入れることにより，運搬コス
トと払底コストの双方を評価できる機能を
実装した． 
 
（3）資源の海上輸送シミュレータを用いた
輸送最適化：上記(2)で開発したシミュレー
タを用いて，特に日本の資源セキュリティす
なわち鉄鉱石確保のための知見を得る． 
 
４．研究成果 
（1）鉄鉱石の海上輸送の現状調査：鉄鉱石
貿易における生産者は，オーストラリアとブ
ラジルの 2国にある 3社だけで世界生産量の
うちの 8割以上を占める寡占状態である．鉄
鉱石輸出国は，オーストラリア，ブラジル，
カナダ，インド，南アフリカの輸出上位 5カ
国に，大西洋地域のチリ，モーリタニア，ベ
ネズエラ，スウェーデンを加えた 9カ国の港
から，周辺の鉱山との関係を調査のうえ 27
港を抽出した（図 1)．抽出した港の輸出量の
シェア合計は，世界の海上輸送量の 9割を占
めている． 

 

図 1 鉄鉱石輸出 27港（数字は鉄鉱石輸出量
（百万トン）） 

 
一方，消費者側は，最大の製鉄会社でさえ世
界粗鋼生産量の 1割を占めるに過ぎず，多数
の製鉄会社が存在している．本研究では，太
平洋-大西洋輸送を含めて評価を行うため，
粗鋼生産量上位 3 位までの製鉄会社として，
大西洋地域の A社,日本国内の B社,C社の鉄
鉱石調達を評価する．これら製鉄会社の輸入
港および各輸入量は殆ど開示されていない

ため，輸入国としては，3 社の製鉄所がある
日本，フランス，オランダ，スペイン，トリ
ニダードトバゴの 5 カ国の 40 港から，パナ
マックス船が入港可能で高炉の存在を示す
情報がある 18 港を抽出した．日本側輸入港
は製鉄各社の専用荷揚げ港であり，各港の輸
入量は，公開資料およびヒアリングに基づき
定めた．図 2に，得られた輸入港の分布と輸
入量を示す．シミュレータで扱う A社の輸入
港は全て大西洋地域に，B,C 社の輸入港は日
本国内にある．各港の輸入量は，開示されて
いないものについては，高炉の粗鋼生産量等
からの推定値とした．シミュレータ内の輸入
量の合計は 1.39 億トンである．これは 2006
年の海上輸送量から，中国，韓国，台湾の 3
カ国の輸入分を除いた 3.35億トンの 42%に相
当する．なお，鉄鉱石需要の急増する中国に
関しては，輸入総量は判明したものの，詳細
については不明な部分が多いために，直接取
り扱わずに，その影響で日本への輸出量が減
少するなどのシナリオを用いて対処するこ
とにした． 

 

図 2 鉄鉱石輸入 18港（数字は鉄鉱石輸入量
（百万トン）） 

 
（2）鉄鉱石海上輸送シミュレータの開発：
鉄鉱石の貿易を計算機上に再現するため，輸
出港および輸入港，および鉄鉱石輸送船をモ
デル化した．シミュレーションは，複数の生
産地からの供給による製鉄所貯蔵量の変化，
滞船，事故などの時間に依存事象を取り扱え
る利点から，与えられたルールに従って個々
の船舶が動く，マルチエージェント手法を採
用した．各船舶は投入された航路において，
輸出港での積み込み，輸入港での積み下ろし
を行い，その輸送量に応じて各港の鉄鉱石ス
トックが増減する．各港には，現実のバース
数と水深を定義し，同時に荷役ができる船舶
数および入港できる船舶サイズを制限して
いる．またバース数を超えて到着した輸送船
は待ち行列に入り，滞船が生じる．なお，鉄
鉱石輸送船は，航路が固定となる長期契約船
と，一時的に輸送を行うスポット傭船の 2種
類を導入した．シミュレータの構成図を図 3
に示す．不定期船であるスポット傭船を組み
入れた海上輸送シミュレータは，国内外を含
めて殆ど開発されていない．汎用性に富む本



研究のシミュレータの様々な活用が期待さ
れる．なお，この開発されたシミュレータの
成果の一部は，コンテナ船輸送のシミュレー
タにも流用しており，主な発表論文等のリス
トにはコンテナ輸送の発表・論文も掲載した． 

 
図 3 鉄鉱石海上輸送シミュレータの構成 
 
（3）最適化のための評価関数：評価関数 F
は，船団運航に要する総コスト C と，製鉄所
における鉄鉱石在庫の払底による損失リス
ク R の和である(式 1). 

F = C + R             (1) 
C と R はシミュレーションの最後の 1 年間に
おける 1 日当たり平均値を採用する． 
輸送コスト C の内訳を式 2 に示す． 
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これは船団を構成するNship隻の輸送船ごとの
コストの総和であり，Sciは人件費や燃費など
を含む 1 日当たり航海費用，Dciは滞船等によ
って期日より遅れてしまった時に支払うペ
ナルティー，Dliは，2 港揚げを行う場合の追
加経費である．Sciは船舶サイズに応じた燃料
費用をもとに，航海費用に占める燃料費の割
合が 45%と仮定して概算する．滞船は輸送の
機会損失であり，同輸送量を確保するには滞
船日数分の契約期間延長を必要とするとの
考え方から，Dciは，滞船日数分の運航コスト
相当とした．2 港揚げは，鉄鉱石を積んだ大
型輸送船が 2 つの輸入港に分けて荷揚げを行
い，小口の需要を満たす場合に用い，第 1 港
で積荷の一部を陸揚する事によって，第 2 港
での喫水制限が緩和される．この代償として，
1 日分の運航費用相当額をDliに加算する．   
在庫の払底リスク R は，輸送能力が供給に

対して不足することによって生じる製鉄所
の鉄鉱石在庫の払底を，製鉄所の機会損失と
してモデル化した(式 3)． 
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ここで，Sdjはシミュレーション期間中に鉄鉱
石在庫が尽きていた日数，Srjは，輸入港湾が
所属する製鉄会社の鉄鉱石 1 トンに対する売
上高，Cpjは該当港における 1 日あたりの鉄鉱
石消費量，dayは，シミュレーション期間の日
数である．製鉄所の鉄鉱石在庫の払底は，現
実の高炉の運用を考えると現実的ではない
が，暗黙に存在している在庫切れリスクの見
積りとして，上記の粗鋼販売の機会損失を用
いた．本研究における鉄鉱石在庫の払底は，
在庫の不足により，高炉が停止しないぎりぎ
りまで生産速度を落とした状態の近似と考
えられる． 
 
（3）シミュレーションを用いた最適化検討 
①コンビネーション輸送比率 

全輸送能力におけるコンビネーション輸
送と単純シャトル輸送の比率を変化させ，輸
送コストに与える影響を調べた．この評価で
は，長期契約船のみで輸送需要を満たし滞船
が発生しない状態とし，コンビネーション輸
送比率(コンビネーション輸送の船舶数が全
体に占める割合)を 0から 100%まで 10段階で
変化させ，それぞれ在庫払底が起こらない最
小規模の船団を求めるシリーズ計算を行っ
た．払底が生じない規模であるため，リスク
R は 0となり，輸送コスト C と目的関数 F は
一致する．この制限の下でコストを最小化す
る船隊を探索した．なお，コンビネーション
輸送を太平洋-大西洋貿易に使用すると，空
船航海の減少によりコスト面でシャトル輸
送より有利となるが，寄港する 4港全てで船
舶サイズの制限を満たす必要があり，輸送効
率の高い大型船は投入できない．このため，
配船される船舶サイズの上限を，バース水深
による入港制限が少ない 17 万トンとした．
図 4に，コンビネーション輸送比率が総輸送
コストに与える影響を示す．30%程度がコス
ト最小の最適比率となった．コンビネーショ
ン輸送がない場合には，ブラジル産鉄鉱石の
日本向け輸送は，航海の半分が空荷となるた
め高コストであり，コンビネーション輸送比
率が高い場合には，航海距離の短いオースト
ラリア産鉱石の日本向け輸送を遠方のブラ
ジル産鉄鉱石に切り替えるためコスト増と
なる．この際の配船状況を図 5に示す． 

 

図 4 コンビネーション輸送比率と総コスト 



 

図 5 コンビネーション輸送比率 30％のとき
のコスト最小化配船 

 
②船隊構成 
配船される輸送船サイズの上限 32 万トンに
引き上げた場合と，先の①の比較を図 6に示
す．輸送船サイズの上限以外の設定は，先の
①の検討例と同一である．コストが最小とな
るのは，上限 17 万トンの①のケースと同様
にコンビネーション輸送の比率が 30%であっ
た．図 7 は，サイズ上限を 32 万トンにした
場合に，各製鉄会社 A，B，Cが負担するコス
トをコンビネーション輸送の比率に対して
プロットしたものである．いずれの 3社でも
コンビネーション輸送比率が 20%から 40%の
近辺でコスト最小となるが，コスト最少とな
る比率は各製鉄会社で異なる結果となった． 
このような各製鉄所の個別最適化と，日本お
よび世界全体からの視点の資源物流の最適
化との関連の明確化は今後の課題である． 

 

図 6 船隊を変更した場合の輸送コスト 
 

 
図 7 3社の輸送コスト比較 

③滞船を生じるシナリオに基づくリスク評
価：オーストラリアの最大港湾である
Port-Headlandの 5岸壁のうち 4岸壁が事故
で使用できなくなったために，滞船が発生す
るシナリオを用いてリスク評価を行う．初期
の船団として長期傭船のみから構成される
船団を考慮し，コンビネーション輸送率 30%，
船舶サイズの上限は 32 万トンとした．図 8
に事故後のスポット（臨時）傭船などの対応
によるコスト増加の比較を示す．稼働岸壁数
が減ったにもかかわらず，スポット傭船を行
わずに長期契約船のみで運用した場合には，
製鉄所の在庫が払底し，1 日当たり 1.7 億円
の機会損失が発生した．これを避けるため，
払底が予想される 15 日前に緊急的なスポッ
ト傭船を行うと，機会損失によるリスク費用
は無くなるが，この緊急調達のコストにより
運用費用が大幅に増加し，このケースでは，
スポット傭船を行わない場合に比べてわず
かながらコストが増加してしまう結果とな
った．一方、配船が契約から 30 日後となる
通常のスポット傭船を併用する 3番目のケー
スでは，早期の手当て可能と成るため，僅か
に被害額を減らす事ができた． 

 

図 8 輸送コストに資源払底リスクを加味し
た総合評価 

 
本研究課題で開発したシミュレーション手
法は，個々のばら積み船エージェントと港の
稼働の挙動を時間進行で把握できるため．突
発的な事象への反応を評価する事ができる
た．さらに，鉄鉱石以外のばら積み貨物も同
様に扱う事ができ，対象とする貨物に必要な
船隊構成，船腹量や船舶サイズごとの需要な
どの推定に活用できる．日本の資源エネルギ
ー・セキュリティのためには，経済発展の著
しい中国などの消費量を推定し，この先必要
となる船腹量を，輸送コストと安定的な輸送
共有の観点から算定して，余剰船腹や不足船
腹を回避する検討が今後の課題である．この
課題の一部について雑誌論文の①で検討を
行った． 
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